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令和 7年度の消費者物価上昇率が 3.2％

でしたが、令和８年度年金額は、年金調整

（マクロ経済スライド）が行われ、老齢基

礎年金が前年比 1.9％、厚生年金（報酬比

例部分）が 2.0％の引上げとなりました。  

厚生労働省は、厚生年金期間が 39.8 年

ある 65歳男性が受ける平均的年金月額は

17万 6,793円、厚生年金期間が 33年ある

65歳女性の平均的年金月額は 13万 4,640

円。厚生年金期間が少なく国民年金期間中

心なら、保険料納付期間が 20年以上あっ

ても 65歳時に受ける年金月額は 6万円台

から 7万円台となっている年金額の実態を

明らかにしています。 

 

65歳時に受けるライフコースに応じた平均的年金月額 
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最高裁が日本郵便事件等で、扶養手当等

について正社員と非正規社員との格差は不

合理と判断したこともあり、パートタイ

ム・有期雇用労働者（以下「パート等労働

者」）の待遇改善を進めるため、「同一労働

同一賃金」に関する施行規則と告示が改正

され、10月 1日から施行されます。 

 

◆雇入れ時の労働条件明示事項の追加 

パート等労働者を雇い入れたときの労働

条件明示事項は、これまでの通常の労働者

のものに加え 

① 昇給の有無 

② 退職手当の有無 

③ 賞与の有無 

④ 相談窓口 でしたが、新たに 

⑤ 「待遇の相違等に関する説明を求める

ことができる旨」が加わりました。 

 

◆同一労働同一賃金ガイドラインに追加 

 パートタイム・有期雇用労働法では、同

一企業の正社員とパート等労働者との間で

待遇（基本給や各種手当、福利厚生など）

について不合理な差を設けることを禁止し

ています。そのため、「同一労働同一賃金

ガイドライン」ではどのような待遇差が不

合理なのかについて、考え方や具体例など

を示しています。新たに追加された内容

は、以下の事項です。 

① 賞与・退職手当 正社員との均衡のと

れた内容を支給しない場合は、不合理

と認められる可能性があります。 

② 無事故手当 正社員と業務の内容が同

一のときは支給することが必要です。 

③ 家族手当 労働契約の更新を繰り返し

いるなど継続的勤務が見込まれるパー

ト等労働者には、正社員と同一の家族

手当を支給しなければなりません。 

④ 住宅手当 住宅手当が「転居を伴う配

置の変更の有無に応じて支給されるも

の」である場合、正社員と同一の転居

を伴う配置の変更があるパート等労働

者には、正社員と同一の住宅手当を支

給しなければなりません。 

⑤ 福利厚生施設 福利厚生施設の料金・

割引率等の利用条件について不合理と

認められる待遇差を設けてはいけませ

ん。 

⑥ 病気休暇 正社員に病気期間にかかる

給与の保障を行う場合、労働契約更新

を繰り返している等のパート労働者に

も正社員と同一の給与の保障を行わな

ければなりません。 

⑦ 夏季冬季休暇 パート等労働者にも、

正社員と同一の夏季冬季休暇を付与し

なければなりません。 

⑧ 褒賞 褒章が「一定期間勤続した労働

者に付与するもの」である場合、正社

員と同一の期間勤続したパート等労働

者には、通常の労働者と同一の褒賞を

付与しなければなりません。 

 

３ 雇用管理の改善等の内容の改正 

 使用者は、パート等労働者から待遇差

の説明を求められた場合、待遇差の内容や

理由を説明しなければなりません。 

 

 

パート・有期雇用労働者の待遇改善 

   令和 8年 10月 1日施行 
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退職が決まった社員から、未消化分の年次有給休暇を退職の日まで一括

して取得したいとの申出がありました。しかし、当該期間は会社の繁忙期

であり、人手が足りず、事業の正常な運営に支障をきたします。時季変更

権を行使し、年次有給休暇の取得を拒否することができるでしょうか？ 

 

 

使用者の時季変更権の行使は、労働者が

指定した日に年次有給休暇を取得できなく

とも、他の時季に取得することができるこ

とが前提です。労働者が退職日まで一括し

て取得したいと申出ている場合、他の時季

に変更できる可能性がないため、時季変更

権の行使はできないものとされています。 

 

◆時季変更権について 

労基法は、労働者に年次有給休暇の時季

指定権を付与（労基法 39条 5項）して

います。これに対して使用者は、労働者が

指定した時季に年次有給休暇を与えると、

「事業の正常な運営に支障をきたす場合」

には時季変更権を行使することによって、

例外的に労働者が指定した日に取得するこ

とを認めないということができます。 

 この場合、時季変更権の行使は、変更

できることが前提になりますので、他の日

に年次有給休暇を与えることができない場

合、変更可能な前提を欠き、時季変更権の

行使はできないものといえます。 

 

◆退職時に限っての「年休買取」が可能 

 退職前が繁忙期に当たる、引継ぎを行

ってもらう必要があるなど、退職直前に一

括で年次有給休暇を取得されることに支障

がある場合、退職が一定程度前にわかって

いる場合には、繁忙期や引継ぎの必要性を

見越し、労働者との間で退職日を調整す

る、ということが考えられます。 

 この際、必要な業務を行ってもらった

うえで、退職日までに消化できなかった年

次有給休暇を買い取ることは可能です。年

次有給休暇の買い上げを予約し、これに基

づいて年次有給休暇を与えないとすること

は違法とされていますが（昭 30.11.30

基収 4718号）、結果的に未消化となった

年次有給休暇の買い取りは可能とされてい

ます。 

 必要な業務を行うことを前提とした未

消化の年次有給休暇買い取りについては、

労働者にも一定のメリットがありますの

で、退職を予定する労働者との調整にさい

しては、必要に応じ提案をすることもよい

かと思います。 

 

 

 

 

   

退職時の年休 一括取得 拒否できますか 
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●毎月勤労統計調査３月分の結果 

厚生労働省は 5月８日、３月の毎月勤労統計

調査（速報値。規模５人以上）の結果を公表

した。実質賃金が前年同月比 1.0％と、３カ月

連続でプラスとなった。一人当たり現金給与

総額は 31万 7,254円（前年同月比 2.7％増）。

所定内給与は 27万 1,313円（同 3.2％増）

と、伸び率が３カ月連続３％以上となるのは

33年５カ月ぶり。 

 

●卵子凍結の費用補助 18〜35歳未婚女性 

こども家庭庁は 5月７日、卵子凍結に関する

様々な課題等を検証するために 2026年度中に

モデル事業を開始する卵子凍結費用の助成に

ついて、原則 18〜35歳の未婚女性を対象と

し、自治体指定の医療機関で卵子凍結を行う

こと、講習会の受講、追跡調査に参加するこ

と等を要件とすることを明らかにした。１回

当たり最大 20万円を支援し、経済的な負担の

軽減を行う。近く事業に参画する自治体の募

集を始める。 

 

●雇用する障害者に仕事与えず放置多数発覚  

九州や沖縄、広島、東京など約 50拠点で障害

者雇用ビジネスを展開する業者の仲介を受け

企業に直接雇用された在宅勤務の障害者の通

報により、業者と簡単なやり取りを行うだけ

で雇用企業から直接の業務指示もなく、実質

的な仕事も与えられず、事実上放置されてい

るケースが多数あることが発覚した。労働局

が雇用企業の調査を行っており、就労管理を

適切に行うよう指導するとみられる。厚生労

働省は、障害者雇用ビジネスについては多数

の問題提起を受けていて、課題解決に向けた

検討を深めるとしている。（5/8） 

 

●大塚製薬社員の自殺、東京地裁が労災認定 

東京地裁は 4月 15日、大塚製薬の男性社員が

自殺したのは過重労働によるうつ病が原因だ

として両親が労災不認可処分の取消しを求め

た訴訟で、労災と認め、処分の取消しを命じ

た。判決は、発病前の半年間で月 80時間超の

時間外労働が２回あり、12日以上の連続勤務

も３回あったことなどを踏まえ、自殺と業務

の因果関係を認定した。 

 

●在留資格 日本語能力の証明を義務化 

出入国在留管理庁は 4月 15日、日本語を使い

対人業務に従事する職種を対象に、在留資格

「技術・人文知識・国際業務（技人国）」の申

請時に日本語能力の証明を義務付けるガイド

ラインの変更を行い、運用を開始した。日本

語能力試験でＮ２相当以上を義務付ける。不

適切業務への従事といった不法就労を防ぐ狙

い。ただし、留学生から在留資格を移行した

外国人や 20年以上日本に居住している外国人

は対象外とする。 

 

●東京ガス社員の自殺 東京地裁が労災認定 

東京地裁は 4月 13日、東京ガスの男性社員の

自殺をめぐり両親が労災認定を求めた訴訟

で、遺族補償不支給処分を取り消す判決を言

い渡した。出向先の上司や先輩社員が業務に

忙殺され、男性社員に業務の具体的指示を行

わなかったこと等により疎外感や無力感を味

わい、強い心理的負荷になったとして、労災

に当たると判断した。 
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